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１．はじめに 

 
近年の都市間幹線交通事業においては，エアライン

のマイレージ会員や新幹線の予約会員，高速道路のＥＴ

Ｃ会員等の交通会員制度が数多く設けられ，会員向けサ

ービスの充実が図られている．筆者ら 1)は，都市間幹線

鉄道と自動車との交通機関選択行動を対象として，選択

肢の選別プロセスと選択プロセスを同時に記述できる

M-PLC モデルを提案し，このモデルによるシミュレー

ション分析の結果，新幹線の予約会員制度や ETC 制度

への加入の有無が，交通機関の選別や選択行動に有意な

影響を及ぼすことを確認している．交通事業者の会員施

策は，既に，都市間旅客の交通行動における意思決定に

一定のインパクトを与えていると考えられる． 
中でも，エアラインのマイレージ会員施策について

は，本邦の主要エアラインで 1 社あたり約 2,000 万人の

会員規模となっている(2009 年 1 月 2)，2009 年 3 月 3))．
一方，都市間幹線鉄道では，例えば，東海道・山陽新幹

線の会員制予約サービスである「エクスプレス予約」は

142 万人の会員を擁し，1 日平均 8 万 6 千件の利用があ

る(2009 年 3 月) 4)．モードによって事業範囲の地理的規

模が異なるため会員数の規模は異なってはいるものの，

モード間の競合が激しい区間等で会員向け割引運賃の設

定等のサービス競争が行なわれており，今や，都市間幹

線交通事業者にとって，旅客行動へ影響を与え得る重要

なマーケティングツールに成長しているものと考えられ

る． 
さて，近年では都市内交通を対象として，例えば都

心部の道路混雑緩和等を目指すモーダルシフト施策の一 
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環として「交通エコポイントシステム」が提唱されてい

る．このシステムは，募集された会員に対して IC カー

ド等が配布され，都心部へ公共交通を利用して来訪する

たびにポイントが付与されるという公共交通利用促進の

ためのソフト施策であり，既に，名古屋市 5)，松山市 6)

における社会実験等を通して，導入可能性や制度設計に

関する研究が行なわれている．しかしながら，都市間幹

線交通においては，このような交通エコポイントシステ

ムの導入が検討された事例は筆者らの知る限り見当たら

ない．将来的には，都市間幹線交通におけるモーダルシ

フトを目指したソフト施策の有力な候補になり得るもの

と考えられるが，その制度設計等の事前検討において，

既に交通事業者が展開している会員施策が参考になると

考える． 
そこで本研究では，将来的な都市間幹線交通エコポ

イントシステムの制度設計に対する試金石となるべく，

幹線交通事業者の会員施策が都市間旅客の交通機関選択

行動に与える影響とその特性を考察することを目的とす

る． 
 
２．都市間交通利用実態調査の概要と分析対象 

 

本研究では，基本的に交通費用等を自己負担しなく

てはならない非業務目的のトリップにおいては，業務目

的のトリップに比べ，旅行者自身が交通機関選択の意思

決定に関与している可能性が高いと想定し，非業務目的

の都市間幹線交通利用に関する実態調査(トリップ調査)
を行なう．調査は北海道，沖縄県を除く日本国内に居住

している運転免許保有者を対象として，webアンケート

方式により平成20年11月に実施している．調査では，ま

ず，我が国の都市間幹線交通の主要なモードである航空

機，幹線鉄道(新幹線・特急列車)，高速バス，自動車に

対する嗜好性(好き⇔嫌い)について，5段階評価値(+1～
+5)で回答を得ている（図－１）．本研究ではこの段階

評価値を，各交通機関に対する「嗜好性」と呼ぶことと

する．次に，直近の2ヶ月以内に実施した居住県以遠(3
大都市圏の場合は当該都市圏以遠)を目的地とした旅行



の往路に関するトリップデータを取得する(表－１)．本

調査では，意思決定プロセスのより詳細な捕捉を目指し，

利用交通機関や経路等のトリップに関する基本的な項目

に加えて，代替選択肢に関する情報を捕捉する設問や交

通事業者の会員施策への加入状況等に関する設問を設け

ている．なお，嗜好性データとトリップデータとは同一

の調査票内において独立的に観測しており，両データ間

の独立性は一定程度保たれていると考えられる． 
本研究では，エアラインのマイレージ施策が広く普

及している現状を踏まえ，旅行者の幹線鉄道と航空機と

の幹線交通機関の選択行動に焦点をあてる．航空機利用

者および幹線鉄道利用者のトリップデータをもとに，所

要時間や費用等のサービスレベル(LOS)データを作成す

るが，その段階で，離島が目的地である等の理由により

対抗交通機関としての「幹線鉄道」の利用が不可能であ

るサンプル等を分析対象から除いている．その結果，抽

出された分析対象サンプルは1,431サンプルである．図

－２に分析対象サンプルのデータプロファイルを示すが， 
 
 

 
図－１ 交通機関に対する嗜好性に関する設問（Ｑ１） 

 
表－１ トリップ調査の概要 

調査時期 2008年11月 

調査対象 直近の2ヶ月以内に，日本国内において長距離の移動を伴

う非業務目的（観光，私用目的等）の旅行を実施した運転

免許証所持者 ※北海道，沖縄県居住者を除く 

調査方式 webアンケート調査方式 

主な 

調査項目 

・旅行目的，出発地，到着地，同行者種別と人数 

・利用を検討した交通機関 

・利用した交通機関，アクセス／イグレス交通機関 

・交通機関に対する好き⇔嫌い（嗜好性：図－１） 

回収数 6,097票 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ 分析対象データプロファイル（N=1,431） 

性別，年齢層，居住地，利用交通機関等に著しい偏りは

見られないことが確認できる．ここで，旅行者が認識し

ている幹線交通機関の選択肢集合をみると，全体の約

90％が利用した交通機関のみを選択肢として認識してい

るキャプティブであり，両モードを選択肢として認識し

ているセレクティブは極めて少ないという幹線鉄道と自

動車との選択行動の場合1)と同様の特性を持つことが分

かる．また，本研究で着目する会員施策については，エ

アラインのマイレージ会員である割合はＪＲ幹線系会員

(幹線鉄道の予約等に関わる会員)に比べて高い． 
 

３．会員施策・嗜好性が交通機関選択に与える影響 

 

（１）系列間隔法による嗜好性データの変換 

 幹線鉄道と自動車との選択行動に関する先行研究1)に

おいて得られた「鉄道に乗ることが好きであること」や

「自動車の運転が好きであること」といった交通機関に

対する「好き⇔嫌い」が交通機関選択行動に一定の影響

を及ぼしているという知見を踏まえ，本研究では，交通

事業者の会員施策とともに旅客が交通機関に対して抱い

ている嗜好性が選択行動に与える影響も考慮する． 

 ここで，5段階のカテゴリ指標として得られている嗜

好性データについては，ある評価対象に対する人間の主

観的印象に基づいているため，個人間のばらつきが大き

く，例えば+1～+2と+4～+5は同一の間隔(=1)であると見

做し得ない可能性がある．そこで本研究では，心理学等

の分野において評価対象物に対する主観的な評価値の尺

度を求める方法として一般的に適用される系列間隔法

(継次範疇法等とも称される)7),8)を適用する．この系列間

隔法は，各カテゴリへの被験者の反応が心理的連続体上

で正規分布に従って発生していると仮定し，カテゴリへ

の累積反応数に基づいて表面尺度(観測データ)を変換す

る方法（図－３）で，推定された変換尺度は正規分布に

従う連続変数と見做すことができる．以降では，嗜好性

データは変換尺度データを適用する． 
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図－３ 系列間隔法のイメージ 
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（２）集計分析 

 利用交通機関別に交通事業者の会員制度への入会シェ

アを集計した結果を図－４に示す．JR幹線系会員につ

いては，利用交通機関による相違が7%程度であるが，

マイレージ会員については，利用交通機関による相違が

26％にも達している．特にマイレージ会員であるか否か

が交通機関選択行動に大きな影響を及ぼしている可能性

があることを示唆していると言えよう．一方の嗜好性に

ついて，各サンプルについて相対的嗜好性(4交通機関に

対する嗜好性データのサンプル毎の平均値と嗜好性デー

タとの差)を求め，利用交通機関別に相対的嗜好性の平

均値を算出した結果を図－５に示す．自身が実際に利用

した交通機関に対する嗜好性は高く，逆に対抗交通機関

への嗜好性は低い．会員制度への入会の有無と共に，嗜

好性についても交通機関選択行動へ影響を与えている可

能性が高いと考えられる． 
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図－４ 利用交通機関別の会員シェア 
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図－５ 利用交通機関別の相対的嗜好性 

 

（３）非集計ロジットモデルによる影響分析 

 ２.で作成したLOSデータや３.（１）で系列間隔法に

より変換した嗜好性データ等を用いて，2肢選択ロジッ

ト型の非集計交通機関選択モデルを構築する．モデルの

適合度，パラメータの有意性，意味解釈等による試行錯

誤の結果，最終的に確定したパラメータ推定結果を表－

２に示す．モデル１は代表的なLOSである所要時間，

(正規)運賃・料金，乗換回数のみで構築した基本的なモ

デルであるが，尤度比からモデル全体の適合度は十分な

レベルであり，各パラメータも統計的有意性を有してい

る．モデル２では，これらのLOSに加えて，新幹線会員

ダミーとマイレージ会員ダミーをそれぞれの選択肢固有

変数として採用している．ここで，新幹線会員ダミーは，

幹線鉄道を利用する場合に乗車する新幹線路線に対応す

る鉄道事業者の優等列車に関する予約会員制度に加入し

ているか否かを表現するダミー変数と定義している．さ

らにモデル３では，各交通機関に対する嗜好性をそれぞ

れの選択肢固有変数に加えている．会員ダミーや嗜好性

を追加するに従って，モデル全体の適合度が向上してい

ることや，会員ダミーと嗜好性のパラメータが統計的に

有意であることから，会員施策への入会の有無や交通機

関に対する嗜好性が交通機関選択行動に影響を与えてい

ることが分かる．モデル３において貨幣／時間換算され

た会員施策加入の有無の影響度（表－３）は幹線鉄道の

場合，貨幣換算で¥5,101，時間換算で45.7分であり大き

な影響力を有すると考えられるが，エアラインのマイレ

ージ会員の場合は更に幹線鉄道の約1.7倍(¥8,490，76.1
分)の影響力がある． 
 ここで，両会員施策の相互関係を考察するために，新

幹線会員ダミーとマイレージ会員ダミーに関する感度分

析を行なう．図－６に幹線鉄道の会員制度への加入の有

無・マイレージ会員制度への加入の有無が交通機関選択

確率に与える影響を推定した結果を示す．具体的には，

モデル３において新幹線会員ダミー，マイレージ会員ダ

ミー以外の変数には，分析対象サンプルの標本平均値を

設定した上で，該当する会員ダミー変数に1を代入し，

交通機関選択確率を推定している．各パターンを比較す

ると，一方の交通機関の会員制度のみに加入している場 
 

表－２ 非集計ロジットモデルのパラメータ推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 貨幣・時間換算値 

 

 

 

モデル1 モデル2 モデル3
所要時間(時間) C -0.6157 (-14.20) -0.5308 (-12.00) -0.5720 (-12.27)
運賃・料金(万円) C -0.6233 (-5.814) -0.8579 (-7.196) -0.8547 (-6.756)
乗換回数(回) C -0.2875 (-6.151) -0.3961 (-7.751) -0.3604 (-6.777)
新幹線会員ダミー R *** 0.5898 (3.297) 0.4360 (2.301)
マイレージ会員ダミー A *** 1.0980 (7.591) 0.7256 (4.668)
幹線鉄道嗜好性 R *** *** 0.6483 (7.103)
航空機嗜好性 A *** *** 0.7807 (7.971)
自由度調整済尤度比 0.3648 0.3968 0.4483
AIC 1264.65 1203.92 1104.06
的中率(％) 80.92 82.88 84.56
サンプル数 1,431 1,431 1,431

C：共通　R：幹線鉄道　A：航空　( )：t値

説明変数

モデル1 モデル2 モデル3
時間評価値(/hour) \9,878 \6,187 \6,693
乗換回数(/回) \4,584(28.0min) \4,617(44.7min) \4,216(37.9min)
新幹線会員ダミー *** \6,874(66.7min) \5,101(45.7min)
マイレージ会員ダミー *** \12,799(124.1min) \8,490(76.1min)

貨幣・時間換算値



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 会員制度への加入状況の影響（モデル３） 

 
合には当該交通機関の選択確率が上昇するが，その上昇

幅は新幹線会員で10%程度である一方でマイレージ会員

の場合は約17％とマイレージ会員の影響力の方が大きい．

また，マイレージ会員と新幹線会員の両者に加入してい

る場合でも，幹線鉄道は選択確率を取り戻すには至らな

い．さらに，各会員制度への加入率の変化が交通機関の

選択確率へ与える影響を図－７に示す．ここでは，0-1
の離散値として取り扱われている会員ダミー変数を0～1
の実数値と見ると，分析対象の母集団における会員の普

及率と見做すことができることから，モデル３において

分析する会員施策のダミー変数以外の変数には，分析対

象サンプルの標本平均値を設定した上で，会員ダミー変

数を0～1の間で変動させている．分析対象母集団におけ

る平均的な航空選択確率と同等の幹線鉄道選択確率を，

新幹線会員施策の普及のみによって実現させようとする

ならば，新幹線会員の普及率を90%近くまで高めなけれ

ばならないことが示唆されている． 
以上の分析により，機関選択行動に対して交通事業

者の会員施策は無視しえない程に影響を与えているが，

現状ではエアラインのマイレージ会員施策の影響力が相

対的に大きい．このような影響力の相違を生じさせてい

る要因を探ることで，エコポイント制度の設計に資する

知見が得られる可能性があると考えられる． 
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図－７ 会員制度への加入率の影響（モデル３） 

 

 

４．選択肢の選別・選択プロセスに与える影響分析 

 

 ２．で示した通り，分析対象データにおける幹線交通

機関の選択肢集合の状況をみると，全体の約90％が利用

した交通機関のみを選択肢として認識しているキャプテ

ィブであり，両モードを選択肢として認識しているセレ

クティブは極めて少ない．そこで，幹線交通機関の選択

行動を選択肢の選別プロセスと選択プロセスの2段階の

意思決定プロセスとして捉え，交通事業者の会員施策が

意思決定プロセスに与える影響を考察する．本研究では，

選択肢集合に関する回答データをパラメータ推定には用

いずに，選択肢集合の形成過程を潜在クラスとして確率

的に表現できる Swait and Ben-Akivaが提唱したPLCモデ

ル(Parameterized Logit Captivityモデル)9)により選別・選

択プロセスのモデル化を試みる． 
PLCモデルは式(1)~式(3)で表わされる．式(1)の右辺第

1項は選択肢i のキャプティブに帰属する確率を表現し

ており選択肢の選別プロセスに相当する．右辺第2項は

セレクティブに帰属する確率に通常の非集計ロジットモ

デルで表現される選択確率(式(2))を乗じた同時確率であ

り，セレクティブに属する旅客による選択プロセスを表

現している．式(3)は各モードのキャプティブへの帰属

確率を決定する関数である． 
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様々なパターンについて，PLCモデルのキャリブレー

ションを行ない，最終的に特定したPLCモデルのパラメ

ータを表－４に示す．モデル１は全体の適合度は高いも

のの，選別プロセスにおける新幹線会員ダミーのパラメ

ータのみが統計的に有意でない結果となった．そこで，

新幹線会員ダミーを選択プロセスにおける幹線鉄道固有

変数として推定した結果がモデル２である．全てのパラ 
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表－４ ＰＬＣモデルのパラメータ推定結果 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
メータは統計的に有意に推定されており，さらには，尤

度比が向上して，AICが減少していることから，モデル

１よりもモデル２の方が2段階の意思決定プロセスを精

度良く表現していると言える．また，新幹線会員ダミー

以外のパラメータとt値は，モデル１とモデル２の両者

でほぼ同一の値をとっており，これらのパラメータが安

定的であることが見て取れる．ここで，モデル２におい

て新幹線会員ダミーのパラメータを貨幣換算すると

¥9,141となり，時間換算では51.9分であることから，新

幹線の会員制度は交通機関の選択プロセスにおいては大

きな影響力を持っていると言える．以上の分析より，現

状では，エアラインのマイレージ会員施策は航空キャプ

ティブの増加をもたらしているが，新幹線の会員施策は

必ずしも幹線鉄道キャプティブの創出にはつながってい

ない．しかしながら，新幹線の会員施策は，旅客がセレ

クティブとなった場合には選択行動に影響を及ぼしてい

ると考えられる． 
 
５．まとめ 

 

 本研究は，将来的な都市間幹線交通エコポイントシス

テム等のソフト施策の制度設計に対する試金石となるべ

く，それに類似する既存の交通サービス施策として運輸

分野の規制緩和やモード間の競争の激化等により充実が

進んでいる都市間幹線交通事業者の会員施策に着目し，

都市間旅客の幹線鉄道と航空機との選択行動に会員施策

が与える影響とその特性を考察したものである． 
独自に取得したトリップデータを用いた分析の結果，

以下に示す需要特性の存在が示唆された．①交通事業者

の会員施策は交通機関選択行動に大きな影響を及ぼして

いる．②幹線鉄道の会員施策とエアラインのマイレージ

会員施策を比較すると，現状では，その影響力はマイレ

ージ会員施策の方が大きく，影響力の差異は1.7倍程度

と推定される．③現状の会員施策の下で会員数の拡大に

より幹線鉄道が航空と同程度の選択確率を得るためには，

会員の普及率を90%程度にまで高める必要がある．④

PLCモデルにより選択肢の選別プロセスと選択プロセス

をモデル化した結果，現状では，エアラインのマイレー

ジ会員施策は航空キャプティブの増加をもたらしている

が，幹線鉄道の会員施策は必ずしも幹線鉄道キャプティ

ブの創出にはつながっていない．しかしながら旅客がセ

レクティブとなった場合には，幹線鉄道の会員施策は選

択行動に影響を与えている可能性が高いことが示唆され

た． 
今後，本研究で得られた基礎的な知見を礎として，

モード間で会員施策の影響力の相違が生じている要因を

検討するとともに，都市間幹線交通エコポイント制度の

導入可能性，国民的な受容可能性に関する調査を進める

ことで，都市間幹線交通エコポイント制度の設計に資す

ることができると考える． 
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step モデル1 モデル2
新幹線会員ダミー R 0.2157 (0.455) ***
幹線鉄道嗜好性 R 1.1435 (3.727) 1.2031 (3.930)
定数項 R -2.6797 (-7.543) -2.7489 (-7.401)
マイレージ会員ダミー A 1.2749 (3.125) 1.3636 (3.249)
航空機嗜好性 A 1.1641 (5.314) 1.1551 (5.347)
定数項 A -3.0291 (-7.192) -3.0838 (-7.086)
所要時間(時間) C -1.3190 (-7.197) -1.2979 (-7.456)
運賃・料金(万円) C -1.3693 (-5.540) -1.2302 (-4.980)
乗換回数(回) C -0.5672 (-5.191) -0.5455 (-5.157)
新幹線会員ダミー R *** 1.1246 (2.832)

0.4297 0.4320
1149.38 1139.38
82.46 83.02
1,431 1,431

C：共通　R：幹線鉄道　A：航空　( )：t値

サンプル数

説明変数

選別
プロセス

選択
プロセス

自由度調整済尤度比
AIC

的中率(％)


